選挙制度の話―２（ドイツと日本の議会選挙ほか）
令和３年９月

１ ドイツ連邦議会（小選挙区・比例代表併用制
前回は2017年９月、今回は今年９月に選挙）

　①　小選挙区・比例代表併用制…小選挙区と比例代表を組み合わせた制度で、各党へ
の議席配分は比例代表選挙の結果で決まり、当選者のうち半数は小選挙区での勝者が充てられ、残りが比例代表の名簿から充当される。
・　基本定数598議席／選挙権、被選挙権ともに18歳
・　任期４年（解散あり）
・　基本定数は、16州に人口比例(サンラグ＝シェーパース式)で配分され、州別定数
（５～128議席）が定められている。
また、小選挙区299区も同様に各州に配分される。
・　比例代表選挙は、州単位の候補者名簿(拘束名簿式)により行われる。
有権者は、小選挙区の候補者と比例代表の州名簿に対して、それぞれ投票する。
実際には、１枚の投票用紙の左側に小選挙区の候補者名、右側に州名簿を届け出た
政党の名称が印刷されており（同じ政党なら左右同じ段に記載）、有権者は、それ
ぞれのチェック欄に記号(×印)を書いて投票する。
・　各党の議席配分は、比例代表での得票率で決まる。
まず第１次議席配分を行い、各州単位で議席配分を決める。小選挙区での当選者
数が、議席配分を超えた政党があれば、その分を超過議席とする。
次に第２次議席配分として、各党に対し、全国での得票率に応じた議席配分を行
うが、いずれの政党も、第１次議席配分により得られる議席数を(超過議席も含めて)下回らないこととされており、得票率と議席数との間に不均衡が生ずる場合は、必要最小限の調整議席を各党に加える。このため、総定数は基本定数を越えて臨時に増加する。2013年選挙では631議席、2017年選挙では709議席となった。
　　　全国で、得票率が５％未満の政党は、議席が配分されない（阻止条項）。
　②　５％の阻止条項があるため、少数政党は存在しない。国会に議席を持つ政党は、従来から４,５党。このうち、キリスト教民主同盟・キリスト教社会同盟(CDU・CSU)と社会民主党(SPD)が二大政党として、いずれかが中心の連立政権となるケースが多かった。ただし、2005年以降４回の総選挙のうち３回で、二大政党が連立する「大連立」政権となっている。

　○　2017年９月の選挙では、メルケル首相のCDU・CSUが、前回から得票率・議席数とも大きく減らして33.0％(246議席)にとどまった。また、大連立を組んでいた第２党のSPDも戦後最低の20.5％(153議席)で敗北した。
一方、前回５％条項に引っかかって議席ゼロとなった自由党(FDP)が10.7％(80議席)と復活した。
衝撃的だったのが、極右政党で反ユーロを掲げ、寛容な難民政策に反対する「ドイツのための選択肢(AfD)」が、連邦議会初の議席獲得を12.6％(94議席)、第３党に躍り出る形で実現させたことだ。
選挙後、大連立は解消される方向となり、CDU・CSUは、FDP及び緑の党と連立交渉を始めたが、重要政策での乖離が大きく（難民・移民政策、石炭火力などの環境政策）、11月に決裂した。
18年１月に、CDU・CSUとSPDとの間で、再度の大連立政権樹立に向けた本格協議が始まり２月に合意、３月にSPDの党員投票で合意は支持され、第４次メルケル政権が正式に発足した。なお、SPDの党首は交代した。

　○　今回の選挙では、2005年に就任したメルケル首相の引退が決まっている状況で
行われた。選挙管理委員会の暫定最終結果では、SPDが25.7％で久しぶりに第１党に返り咲いた。一方、CDU・CSUは24.1％と過去最低に落ち込んだ。また、緑の党は過去最高の14.6％。FDPは11.5％、AfDは10.4％となった。
　今後、CDU・CSUとSPDは、それぞれ自党中心の連立政権樹立を目指して、他党と協議を始めるとしている。


２　日本の衆議院（小選挙区・比例代表並立制
前回選挙は平成29(2017)年10月、今年10月21日で任期満了）

　①　小選挙区・比例代表並立制…衆議院の定数は、小選挙区分比例代表に分けられて
おり、各政党の議席配分は別々に決定される。
・　定数465議席（小選挙区289議席、比例代表(拘束名簿式) 11ブロック・176
議席）／選挙権は18歳、被選挙権は25歳
・　任期４年（解散あり）
・　有権者は、小選挙区の候補者と比例代表のブロック名簿に対して、それぞれ１票
ずつ投票（小選挙区では候補者名、比例代表では名簿を提出した政党名を自書）。
　　候補者については、小選挙区と比例代表での重複立候補が認められ、重複立候補
者は比例代表の名簿では同じ順位にすることが出来る。
比例代表での当選者は、小選挙区での当選者を名簿から除いて、残りの候補者が
順位に従って当選する。なお、同順位の重複立候補者は、小選挙区での１位当選者
に対する「惜敗率」で順位付けされる。


○　以前は、中選挙区制（定数は原則３～５議席で、個人を選ぶ）であった。
中選挙区制を比例代表制と比べると、いわば個人戦である。
政権を狙う大きな政党（与党や野党第１党）は、同一選挙区で複数の立候補者を
出馬させる。そのため、同じ政党の候補者同士の戦いが最も激しくなり、政策ではなく、地元の面倒見といったことで勝敗が決まったり、「選挙に金が掛かる」状態や派閥の温床になるなどの弊害が指摘された。
また、場合により、複数の候補者が共倒れしたり、１人が票を取りすぎて他の人
が落選するなどの失敗も、しばしば見受けられた。
一方、小さな政党では、新党がブームに乗って大量得票をしながら、候補者数が
少ないため当選者は少数にとどまる（特定の選挙区で見れば、候補者を１人だけ立てたが２人当選できる票が集まった）という例もあった。
これは客観的に見れば、「政党単位で集計すれば与えられたはずの議席数が、戦
術的・技術的な理由で、過少（時によりゼロ）になる、ということだ。

〇　中選挙区制が、小選挙区・比例代表並立制に代わった経緯
・　上記のような中選挙区制によって生ずる弊害もあり、平成３(1991)年発足した
宮沢内閣では、政治改革が最重要課題となったものの挫折
・　内閣不信任決議案が提出され、自民党の一部議員の造反により成立し、解散・
総選挙（自民造反議員は、新党を結成）を経て、平成５(1993)年に細川連立内閣（与党は、社会、新生、公明、日本新、民社、さきがけ、社民連、民改連の８政党・会派）が誕生
・　同政権は政治改革の目玉として選挙制度の改革を目指し、小選挙区制度を中心
とするよう求める自民党系とこれに反対する社会党(当時)などとの間での綱引きの結果、小選挙区・比例代表並立制の導入が決まった。


（参考）

◎　日本の参議院 (令和元(2019)年７月選挙)
　・　任期は６年で、３年ごとに議席の半数を改選。解散なし。
・　選挙区（都道府県単位、ただし平成28年の通常選挙から、鳥取と島根、徳島と
高知が、それぞれ合区。定数146議席／改選定数73議席）
比例代表（非拘束名簿式。全国１区、定数100議席／改選定数50議席）
・　選挙権は18歳、被選挙権は30歳


○　参議院の選挙区は、改選定数が１の選挙区（定義上、小選挙区）が32ある。
改選定数が複数の選挙区は13で、その定数合計は41。定数が複数の選挙区でも、
有権者は候補者を１人選んで投票する。
　　一方、比例代表の非拘束式というのは、有権者が「名簿を提出した政党名」又は
「名簿の中の個人名」のいずれを記入してもよいという方式だ。政党名・個人名の
得票の合計が各政党の得票数となり、これを基に、ドント式で各党の獲得議席数が
決定され、当選者は個人名の得票の多い順に決められる。なお、多くの政党で政党
名投票が７割を超え、個人名投票は３割未満となっている。

○　選挙区の定数是正は、平成４年選挙からようやく行われた。
しかし、定数全体が当初152人（のち146人）で、３年ごとの半数改選制を採用
しており、改選定数は76人（同73人）と少ないために、47都道府県に厳格な人口比例による定数配分を行うことは事実上不可能と言ってよく、人口比例の原則を厳格に貫くべきとの立場から見ると、抜本的な是正にはほど遠い。
また、選挙制度の改革や定数是正を衆議院・参議院それぞれが独自に行った結果、
衆参両院の選挙制度が似たようなものになっている。
　　　参議院については、アメリカ上院のような別の考え方に基づく配分が（憲法改正
が必要と思われるが）必要かも知れない。




（付録）

１　小選挙区制の国々

(1) イギリス下院（庶民院）(2019年12月選挙)
①　650議席／選挙権、被選挙権ともに18歳
・　任期は原則として５年。任期途中の解散は、不信任決議のほか議会の2／3以上
の議決が必要。
・　単純小選挙区制
・　定数は、イングランド、スコットランド、ウェールズ、北アイルランドの各地域
に選挙人数(有権者数)に比例してサンラグ式で配分、各地域では、各選挙区の選挙人数が原則として基準選挙人数の上下５％以内となるよう、当該地域の選挙区画定審議会が次期選挙区改定案を作成･勧告する。
なお、選挙区の面積は1.3万㎢を超えないとする基準があり、この場合は、人口
基準は緩和される。

②　保守党、労働党の二大政党。第３党以下は、全国政党は得票率に対する議席数が
過少であり、地域政党の方が議席を獲得しやすい。

○　2017年６月に実施された総選挙（議会解散によるもの）では、与党・保守党が議席を減らし、過半数を占める政党のない「ハング・パーラメント」(宙吊り議会)となったため、メイ首相は、民主統一党(10議席)の閣外協力を得て、主要閣僚を留任させる形で組閣し、続投した。

　○　その後、イギリスのＥＵ離脱を巡って離脱協定案の承認を得ることが出来ず、19年７月にメイ首相は退陣、離脱強硬派のジョンソン外相が首相に就任した。
ジョンソン新首相の下でも、議会はＥＵ離脱と解散総選挙の実施を巡り、混乱を極めたが、総選挙実施法案を可決させるという方法で、ようやく、11月解散・12月総選挙の実施に至った。
　　　この総選挙では、保守党が365議席で48議席増の圧勝、ジョンソン首相が続投となった。なお、第２党の労働党は、59議席減の203議席で惨敗した。


(2) フランス国民議会 (2017年６月選挙)
①　577議席／選挙権、被選挙権ともに18歳
・　任期５年（解散規定あり）
・　小選挙区２回投票制…第１回投票で有効投票の過半数の票を得た候補者は当選。
そのような候補者がいない場合は、有権者の12.5％以上の得票者が、１週間後に
行われる第２回投票に立候補することができる。
第２回投票では、最多得票の候補者が当選。
・　ニューカレドニアや在外フランス人の選挙区などを除き、558議席を各県(海外
県を含む)に、アダムズ方式と同様の方法で配分する。各県内の選挙区割りは、各
選挙区の人口が当該県の選挙区平均人口の20％以上乖離しないとの基準による。
②　選挙の仕組みから、第２回投票のときに連合を組む政党グループの中での候補者
調整が可能なため、国会に議席を持つ政党の数は多い。従来、中道右派と中道左派
の二大政党グループが形成されてきた。

○　17年６月の第１回投票では、５月の大統領選挙でマクロン氏が当選した勢いを
受けて、同氏が結成した新党の｢共和国前進｣が、協力政党の「民主運動」と併せて
32.3％を獲得。一方、既存のグループでは、共和党などの中道右派は21.6％、オラ
ンド前大統領の社会党などの中道左派は9.5％にとどまった。
　　　なお、この時点での当選者は、各党を通じて４名であった。
　　　第２回投票の結果、マクロン陣営は350議席を獲得し議席率６割を超える圧勝。中道右派は137議席、中道左派は45議席で、ともに議席数を大きく減らした。
　　　なお、大統領選で決選投票に進んだルペン氏の極右政党「国民戦線」は、予想を上回る８議席を獲得している。
　　　５月に就任したマクロン大統領は、共和党のフィリップ氏を首相に任命しており、総選挙後に同氏による第２次内閣が発足している。


２　比例代表制の国々

(1) オランダ (2021年３月選挙)
　①　150議席／選挙権、被選挙権ともに18歳
・　任期４年（解散あり）
・　非拘束名簿式比例代表制
・　選挙区は19区（原則として州単位、人口の多い州は分割）。有権者は、選挙区ごとに提出される政党名簿の候補者に投票。
　　　候補者への投票を所属政党への投票とみなし、全国で合算する。各党への議席配分は、全国での得票数に応じ、ハーゲンバッハ・ビショフ方式で行う（ドント式と同じ結果となる）。選挙区での議席配分は、政党ごとに、全国と選挙区での得票からヘアー式最大剰余法によって行う。

　②　最大の政党でも得票率・議席率は20％台。このため、連立政権となるのが通例。
　　　前回、17年３月の下院選挙では、ルッテ首相率いる自由民主国民党が33議席を獲得、第１党を維持したが、その後の連立組閣交渉に225日を要した（戦後最長記録を更新）末に、４党(76議席)による第３次ルッテ内閣が同年10月発足。
なお、前連立与党の労働党は、38→９議席と歴史的敗北を喫した。
また、反イスラム・反移民を掲げる右派政党の自由党は、選挙前の世論調査で
第１党をうかがう勢いを示していたものの、結果的には微増にとどまった。

○　21年3月の下院選挙では、ルッテ首相の自由民主国民党が１議席増の42議席で
引き続き第１党を維持した。他の与党は、ＣＤＡ…15議席、民主６６…24議席、
ＣＵ…５議席となっている。
新内閣については、４月に「連立協議が難航」とのニュースが出ていたが、続報
が見当たらず、まだ続いている模様。



(2) スペイン下院 (2019年11月選挙)
○　350議席／選挙権、被選挙権ともに18歳
・　任期４年（解散あり）
・　拘束名簿式比例代表制…348議席が、選挙区(県単位で50区、定数は２～36議
席)に人口比例（ヘアー式最大剰余法）で定数配分
比例代表の候補者名簿は、政党が名簿順位を予め決める拘束名簿式
なお、アフリカにある海外領土の２都市は、小選挙区制
・　議席配分は、選挙区ごとに各政党の得票に応じてドント式で配分

○　スペインは、2015年12月以降、４回の総選挙を実施したが、第１党でも30％前
後の得票率（28～33％）で、政権が組織できずに再選挙となったり、少数与党での
政権発足となったりしている状況。
2019年４月の総選挙でも政権を樹立できず、11月に再び総選挙となった。
11月の総選挙では、中道左派の社会労働党が28.0％(120議席)で第１党を維持。
　　中道右派の国民党は20.8％(89議席)、極右のボックスが15.1％(52議席)と議席を
伸ばし、急進左派のポデモスは12.9％(35議席)と微減、中道右派のシウダダノス
は6.8％(10議席)と大幅減となった。
20年１月に社会労働党とポデモスの少数与党による連立政権が、下院の首相信
任投票で167－165の僅差で承認され、辛うじて新政権が発足した。


(4) ＥＵ議会 (2019年５月選挙)
○　751議席、加盟国に人口に応じて配分（人口の少ない国に対しては、人口比例よ
り多くの議員数を配分。最多はドイツの96、フランス74、イギリス・イタリア73、
スペイン54など、最少の国で６）／任期５年
　　選挙制度は各国が自由に決めることができる。ただし、①比例代表制とすること、
②比例代表制の趣旨に影響しなければ、複数選挙区の設置は可能、③最低得票率の
設定は５％以下であれば可能、との原則がある。

○　2019年５月の選挙では、ＥＵ懐疑派が躍進すると予想されたが、親ＥＵ派が
踏みとどまり、全体の２／３を占めた。
なお、投票率も、これまで低下を続けていたが、今回は51％と反転した。


(3) ラトビア (2018年10月選挙)
○　一院制100議席、任期４年（解散あり）
　・　比例代表制、全国で選挙区は５つ
　・　大統領・首相は、それぞれ国会で選出（ともに非議員でも可。大統領は任期
４年、首相の任命は大統領が行う。）
大統領は名誉職的な側面もあるが、外交では一定の役割を果たすほか、首相
候補の指名や国会解散の発議等の権限を持つ。
首相は、内閣を組織して行政全般を担当する。
　
〇　2018年10月の国会選挙では、連立与党(３党)が61→32議席と大敗した。
ベーヨニス大統領は、首相候補者の指名のため、議席を獲得した７政党と個別協
議を行ったが、新政権樹立に向けた協議は難航した。
19年１月下旬に、ようやく５党による協定がまとまり、「新・統一」所属の
カリンシュ欧州議会議員を首相とする連立政権が発足した。国会では、61－39で
新政権が承認されたが、５名の造反者が出た。
　　また、大統領の選出については、国会での選挙が19年４月に前倒しで実施され、
レヴィッツ欧州司法裁判所判事が次期大統領に選出、７月に新大統領の任期がスタ
ートした。

〇　国会選挙では、14年、18年とも「調和」が第一党の座を占めたが、同党は親ロ
シア政党であるため、ラトビアとロシアを巡る歴史的な事情により、政権与党から
は排除されている。

	
	2018年10月
	2014年10月

	政　党　名
	獲得議席 (得票率)
	
	獲得議席　(得票率)
	

	緑と農民連合
	11議席　( 9.9％)
	
	21議席  (19.5％)
	◎

	ナショナルアライアンス
	13　    (11.0  )
	◎
	 17　　　 (16.6　)
	◎

	新・統一(2014年は統一)
	  8　　  ( 6.7　)
	◎
	 23　　　 (21.9　)
	◎

	調和
	 23　 　 (19.8　)
	
	 24　　　 (23.0　)
	

	ＫＰＶ　ＬＶ
	 16　 　 (14.3　)
	◎
	 ――
	

	新保守党
	 16　 　 (13.6　)
	◎
	  0　　　 ( 0.7　)
	

	発展・Ｆｏｒ！
	 13　 　 (12.0　)
	◎
	 ――
	

	ラトビア地域連合
	  0　 　 ( 4.1　)
	
	  8　　　 ( 6.7　)
	

	心からラトビアのために
	  0　 　 ( 0.8　)
	
	  7　　　 ( 6.9　)
	




２　小選挙区比例代表制組合せの国々

(2) イタリア上下両院（2018年３月選挙）
　①　定数は、上院315・下院630議席／選挙権は18歳、被選挙権は25歳
・　任期４年（解散あり）
・　小選挙区・比例代表並立制…両院とも、在外選挙区を除き小選挙区で定数の
37.5％、比例代表で62.5％をそれぞれ選出。比例代表の選挙区は、小選挙区をいく
つか併合したものとなり（最大で州単位）、１つの比例区の定数は、下院が３～８
議席、上院が２～８議席となっている。
比例代表の名簿は拘束式で、男女交互に登載する。
・　有権者は、１票だけ投票する。投票用紙は、１枚に全ての小選挙区候補者と比例
代表の政党が、陣営ごとにまとめて記載されている。チェックは１か所だけで、小
選挙区の候補者に投票すれば、比例代表ではその候補者の所属する政党に投票した
ことになり、比例代表の政党に投票すれば、小選挙区ではその政党から立候補して
いる候補者に投票したことになる。

○　総選挙では、中道右派連合（同盟(旧:北部同盟)、フォルツァ・イタリアなど）が
上院で38％、下院で37％の得票率を獲得した。「五つ星運動」は両院とも32％で、
単独政党としては第一党となった。前与党の民主党などの中道左派連合は両院とも
23％にとどまった。
いずれの政党・党派も過半数に届かず、中道右派連合でも、移民排斥・「脱ユー
ロ」など右派色の強い同盟が、下院でフォルツァ・イタリアを上回る議席を確保し
たことから分裂傾向を示し、連立交渉は難航を極めた。
紆余曲折の末、非議院のコンテ大学教授を首相とする新内閣（ＥＵ懐疑派の２党
による連立政権）が、６月に発足した。

	主な政党
	五つ星運動
	同　盟
	ﾌｫﾙﾂｧ･ｲﾀﾘｱ
	民主党

	上院(320議席)
	　　109
	　　 58
	　　 61
	　　 52

	下院(630議席)
	　　222
	　　124
	　　105
	　　111



　○　2021年１月に連立政権が崩壊して、コンテ首相は辞任を表明。翌月、マッタレッ
ラ大統領は、欧州中央銀行のドラギ前総裁を次期首相に任命した。新内閣は、左右
の幅広い政党が与党となっている。
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